
 

 

別紙３ 

 

公契約条例に関する遵守事項 

 

本業務を受注しようとする者は、この遵守事項を理解した上で受注すること。 

 

１ 奈良県公契約条例の趣旨にのっとり、公契約の当事者としての社会的責任を自覚し、

本業務を適性に履行すること。 

２ 本業務の履行に当たり、次に揚げる事項その他の法令を遵守すること。 

 ア 最低賃金法第 4条第 1項に規定する最低賃金の適用を受ける労働者に対し、同法第 3

条に規定する最低賃金額（同法７条の規程の適用を受ける労働者については、同条の規定

により減額して適用される額を言う。）以上の賃金（労働基準法第 11条に規定する賃金を

いう。以下同じ。）の支払を行うこと。 

 イ 健康保険法第 48条の規定による被保険者（同条第 3条第 4項に規定する任意継続被

保険者をのぞく）の資格の取得に係る届出を行うこと。 

 ウ 厚生年金保険法第 27条の規定による被保険者（同条に規定する 70歳以上の使用さ

れる者を含む。）の資格の取得に係る届出を行うこと。 

 エ 雇用保険法第 4条第 1項に規定する被保険者について、同法第 7条の規定による届

出を行うこと。 

 オ 労働保険の保険料の徴収等に関する法律第 4条の 2第 1項の規定による届出を行う

こと。 

３ 本業務の一部を、他の者に請け負わせ、若しくは委託し、または本業務の履行に他の

者が雇用する労働者の派遣を受けようとするときは、当該他の者に対し、この遵守事

項を周知し、遵守するよう指導すること。 


